
JP 3200660 U 2015.10.29

10

(57)【要約】　　　（修正有）
【課題】センターロック及び当該センターロックが装着
されたテントを提供する。
【解決手段】センターロックは、センターロッド２、セ
ンターロッドの一端に固定されたセンタートップキャッ
プ１、及び分離可能にセンターロッドの他端に接続され
たセンターボトムキャップを含む。センターボトムキャ
ップには、センターロッドの径方向に往復移動可能な係
止部材４が収容されており、当該係止部材には、センタ
ーロッドを挿通可能な第１通孔が設けられ、センターロ
ッドの端部には、係合溝及び係合溝の下端に位置する係
合部が設けられている。センターロックでは、係止部材
の移動によってセンターロッドと係止部材の係合又は離
脱を実現することで、センターロッドとセンターボトム
キャップの分離可能な接続を可能とする。よって、当該
センターロックをテントに応用すれば、テントの展開後
にセンターロッドとセンターボトムキャップの接続によ
ってテント全体を支持可能となり、非常に操作しやすい
。
【選択図】図１

Rachel
Typewritten Text
WITH-U  E-COMMERCE EXHIBIT - 2018
Global Shade v. With-U E-commerce - IPR2023-00580
0001



(2) JP 3200660 U 2015.10.29

10

20

30

40

50

【実用新案登録請求の範囲】
【請求項１】
　センターロッド（２）、センターロッド（２）の一端に固定されたセンタートップキャ
ップ（１）、及び分離可能にセンターロッド（２）の他端に接続されたセンターボトムキ
ャップ（３）を含むセンターロックにおいて、
　前記センターボトムキャップ（３）には、センターロッド（２）の径方向に往復移動可
能な係止部材（４）が収容され、当該係止部材（４）には、センターロッド（２）を挿通
可能な第１通孔（４１）が設けられ、前記センターロッド（２）の端部には、係合溝（２
１）及び係合溝（２１）の下端に位置する係合部（２２）が設けられ、
　センターロックのロック状態において、係止部材（４）における第１通孔（４１）の一
部内壁がセンターロッド（２）の係合溝（２１）に係合し、係合部（２２）の上端面が係
止部材（４）の下端面に当接し、
　センターロックのロック解除状態において、係止部材（４）における第１通孔（４１）
の内壁が係合溝（２１）から離脱し、係合部（２２）が第１通孔（４１）を通過可能とな
る、ことを特徴とするセンターロック。
【請求項２】
　前記センターボトムキャップ（３）は、互いに固定接続されたボトムキャップ台（３１
）とボトムキャップ蓋（３２）を含み、前記センターボトムキャップ（３）におけるボト
ムキャップ台（３１）とボトムキャップ蓋（３２）の接続箇所に収容空間（３１１）が開
設され、且つ、センターボトムキャップ（３）の外壁には収容空間（３１１）と連通する
開口（３１２）が開設され、前記係止部材（４）が前記収容空間（３１１）と開口（３１
２）に貫設されてボトムキャップ蓋（３２）に支持される、ことを特徴とする請求項１に
記載のセンターロック。
【請求項３】
　前記係止部材（４）は一体構造であり、前記収容空間（３１１）には、センターロッド
（２）の径方向に圧縮可能な弾性部材が設けられ、当該弾性部材の両端が係止部材（４）
と収容空間（３１１）の内壁にそれぞれ当接し、前記ボトムキャップ台（３１）には脱落
防止部（３１３）が突設され、前記係止部材（４）には脱落防止部（３１３）を収容する
凹溝（４２）が開設され、
　センターロックのロック状態において、前記弾性部材は第１通孔（４１）の一部内壁と
係合溝（２１）を係合させ、前記脱落防止部（３１３）と凹溝（４２）の内壁とを当接さ
せる、ことを特徴とする請求項２に記載のセンターロック。
【請求項４】
　前記弾性部材はバネ（５）であり、前記係止部材（４）における前記開口（３１２）か
ら遠い側の一端にはガイド支持部（４３）が突設され、前記バネ（５）がガイド支持部（
４３）に覆設される、ことを特徴とする請求項３に記載のセンターロック。
【請求項５】
　前記係止部材（４）は分離構造であり、弾性ワイヤ（４５）とロック解除押動片（４６
）を含み、前記弾性ワイヤ（４５）はＵ字形状であって、弾性ワイヤ本体部（４５１）と
弾性ワイヤ本体部（４５１）の両端にそれぞれ設けられる２つの弾性変形部（４５２）を
含み、２つの弾性変形部（４５２）の間には、前記第１通孔（４１）を形成するためのス
リット（４５３）が設けられ、弾性変形部（４５２）の端部が挿入口（４５４）を形成し
、前記ロック解除押動片（４６）の内端が挿入口（４５４）内に位置し、
　センターロックのロック解除状態において、前記ロック解除押動片（４６）は弾性ワイ
ヤ（４５）の挿入口（４５４）とスリット（４５３）を押し広げるために用いられる、こ
とを特徴とする請求項２に記載のセンターロック。
【請求項６】
　前記ボトムキャップ台（３１）には脱落防止部（３１３）が突設され、前記ロック解除
押動片（４６）には脱落防止部（３１３）を収容する凹溝（４２）が開設され、
　センターロックのロック状態において、前記脱落防止部（３１３）と凹溝（４２）の内
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壁が当接する、ことを特徴とする請求項５に記載のセンターロック。
【請求項７】
　前記ロック解除押動片（４６）には、弾性変形部（４５２）の端部と接触する２つのガ
イド面（４６１）が設けられ、当該ガイド面（４６１）は弾性ワイヤ（４５）から遠い側
の一端に向かって拡大するように傾斜している、ことを特徴とする請求項５に記載のセン
ターロック。
【請求項８】
　前記ボトムキャップ台（３１）にはセンターロッド（２）の挿通を許容する第２通孔（
３１４）が設けられ、前記ボトムキャップ蓋（３２）には、前記係合部（２２）を収容す
るとともに係合部（２２）の外壁と適合する収容孔（３２１）が設けられ、前記第２通孔
（３１４）、第１通孔（４１）及び収容孔（３２１）が互いに連通する、ことを特徴とす
る請求項２に記載のセンターロック。
【請求項９】
　センターロッド（２）がセンターボトムキャップ（３）に挿入される方向に沿って、前
記第２通孔（３１４）は、直径が徐々に縮小する第１テーパー部（３１５）、円柱部（３
１６）及び直径が徐々に拡大する第２テーパー部（３１７）を順に含み、前記第１通孔（
４１）の上端には直径が徐々に縮小する面取り部（４１３）が設けられる、ことを特徴と
する請求項８に記載のセンターロック。
【請求項１０】
　前記第１通孔（４１）は、並列配置された係合孔部（４１１）と通孔部（４１２）を含
み、前記係合孔部（４１１）の直径は係合溝（２１）の直径未満とはせず、前記通孔部（
４１２）の直径は係合部（２２）の直径より大きい、ことを特徴とする請求項１に記載の
センターロック。
【請求項１１】
　前記係合溝（２１）は環状溝であり、前記係合部（２２）の端部にガイド部（２２１）
が設けられ、当該ガイド部（２２１）が半球状又は直径が徐々に縮小するテーパー状であ
る、ことを特徴とする請求項１に記載のセンターロック。
【請求項１２】
　少なくとも３本の支持脚（６）、隣接する２本の支持脚（６）の間に接続される外側伸
縮ユニット（７）、及び各支持脚（６）に接続される内側伸縮ユニット（８）を含み、前
記外側伸縮ユニット（７）と内側伸縮ユニット（８）から上フレームが構成されるテント
において、
　更に、請求項１～１１のいずれか１項に記載のセンターロックを含み、複数の内側伸縮
ユニット（８）の内端が前記センターロックによって互いに接続される、ことを特徴とす
るテント。
【請求項１３】
　各支持脚（６）には支持脚（６）の長さ方向に移動可能なスライドスリーブ（９）が覆
設され、支持脚（６）の上端に固定部（１０）が固定され、前記外側伸縮ユニット（７）
が互いにヒンジ接続される複数のＸ型ロッド部材を含み、各Ｘ型ロッド部材が互いにヒン
ジ接続される第１軒パイプ（７１）と第２軒パイプ（７２）を含み、
　前記内側伸縮ユニット（８）が、互いにヒンジ接続される第１傾斜屋根パイプ（８１）
と第２傾斜屋根パイプ（８２）を含み、前記第１傾斜屋根パイプ（８１）に第１リンク（
８３）がヒンジ接続され、第２傾斜屋根パイプ（８２）に第２リンク（８４）がヒンジ接
続され、前記第１傾斜屋根パイプ（８１）の内端とセンターロックのセンタートップキャ
ップ（１）とがヒンジ接続され、第１リンク（８３）の内端とセンターロックのセンター
ボトムキャップ（３）とがヒンジ接続され、第１軒パイプ（７１）の外端と第２傾斜屋根
パイプ（８２）の外端とが固定部（１０）にヒンジ接続され、第２軒パイプ（７２）の外
端と第２リンク（８４）の外端とが何れもスライドスリーブ（９）にヒンジ接続される、
ことを特徴とする請求項１２に記載のテント。
【請求項１４】
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　各支持脚（６）には支持脚（６）の長さ方向に移動可能なスライドスリーブ（９）が覆
設され、支持脚（６）の上端に固定部（１０）が固定され、前記外側伸縮ユニット（７）
が互いにヒンジ接続される複数のＸ型ロッド部材を含み、各Ｘ型ロッド部材が互いにヒン
ジ接続される第１軒パイプ（７１）と第２軒パイプ（７２）を含み、
　前記内側伸縮ユニット（８）が、互いにヒンジ接続される複数のＸ型部材を含み、各Ｘ
型部材が、互いにヒンジ接続される第３傾斜屋根パイプ（８５）と第４傾斜屋根パイプ（
８６）を含み、前記第３傾斜屋根パイプ（８５）の内端とセンターロックのセンタートッ
プキャップ（１）とがヒンジ接続され、第４傾斜屋根パイプ（８６）の内端とセンターロ
ックのセンターボトムキャップ（３）とがヒンジ接続され、第１軒パイプ（７１）の外端
と第４傾斜屋根パイプ（８６）の外端とが何れも固定部（１０）にヒンジ接続され、第２
軒パイプ（７２）の外端と第３傾斜屋根パイプ（８５）の外端とが何れもスライドスリー
ブ（９）にヒンジ接続される、ことを特徴とする請求項１２に記載のテント。
【考案の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本考案はアウトドア用品に関し、特に、センターロック及びテントに関する。
【背景技術】
【０００２】
　人々の生活改良が進む中で、テントの使用が盛んになっている。通常、テントは折り畳
み可能なテントフレームとシートを含む。前記テントフレームは、上フレーム及び４本又
は４本以上の支持脚から構成され、前記支持脚が上フレームを支持するとともに、支持脚
には更にロック構造が設けられている。また、前記シートは上フレームを覆い、日光や雨
風を遮るために用いられる。現在、ロック構造は一般的にロックピンとされ、支持脚ごと
にそれぞれロックすることでテントの展開状態をロックしている。しかし、このような方
式には次のような欠点がある。
【０００３】
　テントの展開又は折り畳み過程において、支持脚ごとのロック機構は、ユーザがテント
を開放又は収縮させる際に一つずつロック操作又はロック解除操作を行わねばならず、煩
雑である。これを忘れてしまうと機能の欠如や強制的なロック解除といった誤った操作が
招来されることもある。更には、テントの開放又は収縮には大勢が協力してテントを支え
ねばならない。また、テントを展開して支える過程では、複数の支持脚の力点に加わる力
が均一でないことから、テントを最適な点で支持することが難しく、テントの支持効果に
影響してしまう。このほか、テントの損傷はテント支持脚の損傷であることが多い。テン
トは展開後にスライダーを固定する位置が必要なため、支持脚のスライダー固定位置には
ロックピンを挿入するための孔が開設されている。しかし、支持脚に孔を開設すると支持
脚の強度が低下するため、支持脚では一般的にスライダー固定位置に損傷が生じ、テント
の使用寿命を短縮してしまう。
【考案の概要】
【考案が解決しようとする課題】
【０００４】
　上述した従来技術の欠点に鑑みて、本考案が解決しようとする技術的課題は、テント全
体を支持可能であるとともに、テントに加わる力を均一とするセンターロックを提供する
ことである。
【課題を解決するための手段】
【０００５】
　上記の目的を達成するために、本考案は、センターロッド、センターロッドの一端に固
定されたセンタートップキャップ、及び分離可能にセンターロッドの他端に接続されたボ
トムキャップを含むセンターロックを提供し、前記センターボトムキャップには、センタ
ーロッドの径方向に往復移動可能な係止部材が収容され、当該係止部材には、センターロ
ッドを挿通可能な第１通孔が設けられ、前記センターロッドの端部には、係合溝及び係合
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溝の下端に位置する係合部が設けられ、センターロックのロック状態において、係止部材
における第１通孔の一部内壁がセンターロッドの係合溝に係合し、係合部の上端面が係止
部材の下端面に当接し、センターロックのロック解除状態において、係止部材における第
１通孔の内壁が係合溝から離脱し、係合部が第１通孔を通過可能となる。
【０００６】
　本考案が解決しようとする他の技術的課題は、支持効果が良好で、力が均一に加わるテ
ントを提供することである。
【０００７】
　上記の目的を達成するために、本考案は、少なくとも３本の支持脚、隣接する２本の支
持脚の間に接続される外側伸縮ユニット、及び各支持脚に接続される内側伸縮ユニットを
含み、前記外側伸縮ユニットと内側伸縮ユニットから上フレームが構成されるテントを提
供し、当該テントは更に上述のセンターロックを含み、複数の内側伸縮ユニットの内端が
前記センターロックによって互いに接続される。
【考案の効果】
【０００８】
　上述したように、本考案のセンターロック及びテントは以下の有益な効果を有する。
【０００９】
　即ち、前記センターロックでは、係止部材の移動によってセンターロッドと係止部材の
係合又は離脱を実現することで、センターロッドとセンターボトムキャップの分離可能な
接続を可能とする。よって、当該センターロックをテントに応用すれば、テントの展開後
にセンターロッドとセンターボトムキャップの接続によってテント全体を支持可能となり
、非常に操作しやすい。更には、テントの各支持脚に力が均一に加わるため、テント全体
の支持効果が高まる。また、当該センターロックが装着されたテントを展開した後に、セ
ンターロッドとセンターボトムキャップとを接続すればテントを固定可能なことから、ス
ライダー固定用の孔を支持脚に開設する必要がなくなる。よって、テント支持脚の強度が
強化され、結果としてテント構造の強度が高まって、テントの使用寿命が延びる。
【図面の簡単な説明】
【００１０】
【図１】図１は、本考案に関するセンターロックの分解図である。
【図２】図２は、センターロックのロック状態における構造を示す図である。
【図３】図３は、図２のＡ－Ａ断面図である。
【図４】図４は、図２のＢ－Ｂ断面図である。
【図５】図５は、図２のＣ－Ｃ断面図である。
【図６】図６は、図２のセンターロッドとセンターボトムキャップの接続を示す図である
。
【図７】図７は、センターロックの解除状態における構造を示す図である。
【図８】図８は、図７のＤ－Ｄ断面図である。
【図９】図９は、図７のＥ－Ｅ断面図である。
【図１０】図１０は、図７のＦ－Ｆ断面図である。
【図１１】図１１は、図７のセンターロッドとセンターボトムキャップの接続を示す図で
ある。
【図１２】図１２は、図８のＧ－Ｇ断面図である。
【図１３】図１３は、本考案の係止部材の平面図である。
【図１４】図１４は、図１３の左視図である。
【図１５】図１５は、図１３のＨ－Ｈ断面図である。
【図１６】図１６は、本考案のテントの開放状態における構造を示す図である。
【図１７】図１７は、図１６におけるセンターロックの構造を示す図である。
【図１８】図１８は、図１６におけるスライダー、固定部及び支持脚の接続を示す図であ
る。
【図１９】図１９は、テントの展開又は折り畳み過程の状態図である。
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【図２０】図２０は、テントの折り畳み後の構造を示す図である。
【図２１】図２１は、テントの他の実施例である。
【図２２】図２２は、本考案のセンターロックの別の実施例である。
【図２３】図２３は、図２２のセンターロックのロック状態におけるセンターロッドとセ
ンターボトムキャップとの接続を示す図である。
【図２４】図２４は、図２３のＩ－Ｉ断面図である。
【図２５】図２５は、図２２のセンターロックの解除状態におけるセンターロッドとセン
ターボトムキャップとの接続を示す図である。
【図２６】図２６は、図２５のＪ－Ｊ断面図である。
【考案を実施するための形態】
【００１１】
　本考案は、センターロック及び当該センターロックが装着されたテントを提供する。図
１及び図２に示すように、前記センターロックは、センターロッド２、センターロッド２
の一端に固定されたセンタートップキャップ１、及び分離可能にセンターロッド２の他端
に接続されたセンターボトムキャップ３を含む。図１に示すように、前記センタートップ
キャップ１は、ねじ１１によってセンターロッド２の一端に固定接続されている。また、
前記センターボトムキャップ３とセンターロッド２の他端は、次のような分離可能な接続
構造とされる。即ち、図２～図１２に示すように、前記センターボトムキャップ３には、
センターロッド２の径方向に往復移動可能な係止部材４が収容されており、当該係止部材
４には、センターロッド２を挿通可能な第１通孔４１が設けられている。また、前記セン
ターロッド２の端部には、係合溝２１及び係合溝２１の下端に位置する係合部２２が設け
られている。センターロックがロック状態の場合には、図６のように、係止部材４におけ
る第１通孔４１の一部内壁がセンターロッド２の係合溝２１に係合し、係合部２２の上端
面が係止部材４の下端面に当接する。これにより、係合部２２が第１通孔４１から抜け出
ることがなくなり、センターロッド２とセンターボトムキャップ３が互いに接続された状
態となる。センターロックが解除状態の場合には、図１１のように、係止部材４がセンタ
ーロッド２の径方向に移動することで、係止部材４における第１通孔４１の内壁が係合溝
２１から離脱し、係合部２２が第１通孔４１を通過可能となる。これにより、センターロ
ッド２はセンターボトムキャップ３からも移動可能となり、センターロッド２とセンター
ボトムキャップ３とが分離される。
【００１２】
　更に、前記センターロックは主にテントに装着されることで、テントに良好な支持効果
をもたらす。なお、前記センターロックがその他の装置にも装着可能であることはいうま
でもない。図１６に示すように、前記センターロックが装着されたテントは、少なくとも
３本の支持脚６と、隣接する２本の支持脚６の間に接続される外側伸縮ユニット７、及び
各支持脚６に接続される内側伸縮ユニット８を含む。前記外側伸縮ユニット７と内側伸縮
ユニット８によりテントの上フレームが構成され、前記上フレームと複数本の支持脚６に
よりテントのテントフレームが構成される。上フレームはシートで覆われ、テントにおけ
る複数の内側伸縮ユニット８の内端が前記センターロックにより互いに接続されている。
本実施例において、前記支持脚６は４本であることから、前記外側伸縮ユニット７と内側
伸縮ユニット８はそれぞれ４つとなる。また、操作の利便性から、センターボトムキャッ
プ３を上又は下へ移動させやすいように、前記センタートップキャップ１はセンターロッ
ド２の上端に、センターボトムキャップ３はセンターロッド２の下端に位置している。
【００１３】
　図２０に示すようなテントの折り畳み状態では、センターロックのセンタートップキャ
ップ１とセンターボトムキャップ３は互いに分離した状態となる。当該テントを展開する
場合には、図１９に示すように、まず４本の支持脚６をセンターロックを中心に外側へ展
開し、前記外側伸縮ユニット７と内側伸縮ユニット８を徐々に外側へ伸長させる。テント
が展開された後に、センターボトムキャップ３をセンターロッド２の方向へ推移、即ちセ
ンターボトムキャップ３を上方へ移動させると、センターロッド２がセンターボトムキャ
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ップ３に挿入されて、センターロッド２の係合溝２１と第１通孔４１の一部内壁が係合す
る。これにより、係合部２２の上端面の一部が係止部材４の下端面の一部に当接して、第
１通孔４１からの係合部２２の抜け落ちが規制される。結果として、センターボトムキャ
ップ３からのセンターロッド２の移動が規制され、センターボトムキャップ３とセンター
ロッド２との接続が実現される。センターボトムキャップ３とセンターロッド２との接続
によりテントの展開状態が固定及び維持されてテント全体がロックされると、外力が加わ
らない限り、前記内側伸縮ユニット８は自ら伸縮することはない。よって、外側伸縮ユニ
ット７も自ら伸縮することはなく、テントの展開状態の安定性が非常に良好となる。複数
の内側伸縮ユニット８はセンターロックの外周に均一に配置されるため、各内側伸縮ユニ
ット８には均一に力が加わる。よって、各支持脚６が均一に上フレームの重力を支えるこ
とになり、テント全体の支持効果が高まる。また、当該センターロックが装着されたテン
トを展開した後に、センターロッドとセンターボトムキャップとを接続すればテントを固
定可能なことから、ロックピンでスライダーを固定する従来技術の機械的ロック方式と比
較して、本願ではスライダーを支持脚にロックする必要がなくなる。よって、テントの支
持脚にスライダー固定用の孔を開設する必要がないため、テント支持脚の強度が強化され
、結果としてテント構造の強度が高まって、テントの使用寿命が延びる。当該テントを折
り畳む場合には係止部材４を移動させて、係止部材４における第１通孔４１の内壁を係合
溝２１から離脱させる。このとき、係合部２２が第１通孔４１を通過可能となるため、セ
ンターロッド２がセンターボトムキャップ３からも移動可能となり、センターロッド２と
センターボトムキャップ３とが分離される。続いて、センターボトムキャップ３をセンタ
ーロッド２から離間する方向へ引くための力を加える。即ち、センターボトムキャップ３
を下方へ引くと、内側伸縮ユニット８が図１９に示すようにセンターロックへ近接する方
向へと収縮する。そして、図２０に示すように、最終的には外側伸縮ユニット７が徐々に
収縮し、複数本の支持脚６がセンターロックに近接する方向へ収斂される。以上述べたよ
うに、本考案に関するセンターロックを備えたテントは、展開又は折り畳み時の操作が非
常に容易である。また、テント展開後の支持効果が良好で強度が強いことから、使用寿命
が長くなる。且つ、センターロックの構造は簡易で製造しやすく、低コストである。
【００１４】
　更に、図１６～図１８に示すように、各支持脚６にはいずれも支持脚６の長さ方向に移
動可能なスライドスリーブ９が覆設されている。支持脚６の上端には固定部１０が固定さ
れており、前記外側伸縮ユニット７は互いにヒンジ接続される３つのＸ型ロッド部材を含
む。各Ｘ型ロッド部材は、互いにヒンジ接続される第１軒パイプ７１と第２軒パイプ７２
を含み、第１軒パイプ７１と第２軒パイプ７２のヒンジ接続点が第１軒パイプ７１又は第
２軒パイプ７２の中央点又は中央点近傍に位置する。前記内側伸縮ユニット８は、断面Ｕ
字形状の接続片で互いにヒンジ接続される第１傾斜屋根パイプ８１と第２傾斜屋根パイプ
８２を含む。前記第１傾斜屋根パイプ８１の中央点又は中央点近傍には第１リンク８３が
ヒンジ接続されており、第２傾斜屋根パイプ８２の中央点又は中央点近傍には第２リンク
８４がヒンジ接続されている。４本の第１傾斜屋根パイプの８１の内端はいずれもセンタ
ーロックのセンタートップキャップ１にヒンジ接続されており、４本の第１リンク８３の
内端はいずれもセンターロックのセンターボトムキャップ３にヒンジ接続されている。支
持脚６上端の固定部１０は、Ｘ型ロッド部材における２つの第１軒パイプ７１の外端と、
第２傾斜屋根パイプ８２の外端にヒンジ接続されており、支持脚６のスライドスリーブ９
が、Ｘ型ロッド部材における２つの第２軒パイプ７２の外端と、１つの第２リンク８４の
外端にヒンジ接続されている。本実施例において、第１傾斜屋根パイプ８１と第１リンク
８３、第２傾斜屋根パイプ８２と第２リンク８４はいずれもＹ型部材を構成している。即
ち、内側伸縮ユニット８は複数のＹ型部材から構成される。他の実施例において、前記内
側伸縮ユニット８は、図２１に示すように複数のＸ型部材から構成されてもよい。このと
き、内側伸縮ユニット８の各Ｘ型部材は、互いにヒンジ接続される第３傾斜屋根パイプ８
５と第４傾斜屋根パイプ８６を含む。内側伸縮ユニット８の最も内側に位置するＸ型部材
のうち、第３傾斜屋根パイプ８５の内端はセンターロックのセンタートップキャップ１に
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ヒンジ接続され、第４傾斜屋根パイプ８６の内端はセンターロックのセンターボトムキャ
ップ３にヒンジ接続される。内側伸縮ユニット８の最も外側に位置するＸ型部材のうち、
第３傾斜屋根パイプ８５の外端はスライドスリーブ９にヒンジ接続され、第４傾斜屋根パ
イプ８６の外端は固定部１０にヒンジ接続される。
【００１５】
　テントの上フレームが上記構造を採用した上で、テントを展開すべくセンターロックの
センターボトムキャップ３を上方へ推移させる過程では、センターボトムキャップ３の上
方移動によって内側伸縮ユニット８が外側に伸長する。また、スライドスリーブ９が支持
脚６の長さ方向に沿って上方へ移動することで、外側伸縮ユニット７と４本の支持脚６が
、テント全体が完全に展開してセンターボトムキャップ３とセンターロッド２の下端が接
続されるまで徐々に伸長する。逆に、センターボトムキャップ３とセンターロッド２の下
端を分離した後に、センターボトムキャップ３を下方に引く過程では、センターボトムキ
ャップ３の下方への移動によって内側伸縮ユニット８が内側へ収縮する。また、スライド
スリーブ９が支持脚６の長さ方向に沿って下方へ移動することで、外側伸縮ユニット７と
４本の支持脚６が、テント全体が完全に折り畳まれるまで徐々に収斂していく。
【００１６】
　更に、図１、図６及び図１１に示すように、前記センターボトムキャップ３は、複数の
ねじで互いに固定接続されたボトムキャップ台３１とボトムキャップ蓋３２を含む。前記
センターボトムキャップ３におけるボトムキャップ台３１とボトムキャップ蓋３２の接続
箇所には収容空間３１１が開設されており、センターボトムキャップ３の外壁には収容空
間３１１と連通する開口３１２が開設されている。前記係止部材４は、前記収容空間３１
１と開口３１２に貫設され、ボトムキャップ台３１とボトムキャップ蓋３２との間に位置
してボトムキャップ蓋３２に支持されている。前記収容空間３１１は全体がボトムキャッ
プ台３１に設けられてもよいし、全体がボトムキャップ蓋３２に設けられてもよく、また
、ボトムキャップ台３１とボトムキャップ蓋３２双方に設けられてもよい。前記ボトムキ
ャップ台３１とボトムキャップ蓋３２は取り外し可能にねじで接続されるため、センター
ボトムキャップ３と係止部材４の取り付けに便利である。また、センターボトムキャップ
３のボトムキャップ台３１とセンタートップキャップ１にはいずれも八つの接続片３１８
が設けられており、八つの接続片３１８によって、９０°間隔で設けられた４組の接続片
群が構成されている。即ち、各接続片群が前記接続片３１８を２つずつ含み、これら２つ
の接続片３１８間に収容溝が形成されている。４本の第１傾斜屋根パイプ８１の内端がそ
れぞれセンタートップキャップ１における４つの収容溝内に配置されるとともに、ボルト
によって接続片３１８にヒンジ接続されている。当該ボルト端部のねじにはナットが接続
されている。４本の第１リンク８３の内端はそれぞれボトムキャップ３１における４つの
収容溝内に配置されるとともに、ボルトによって接続片３１８にヒンジ接続されている。
当該ボルト端部のねじにはナットが接続されている。
【００１７】
　本願において、前記係止部材４には２つの実施例がある。係止部材４の実施例１を図１
～図１５に、係止部材４の実施例２を図２１～図２６に示す。具体的には、係止部材４の
実施例１において、係止部材４は一体化部材、即ち一体構造とされる。このとき、図６及
び図１１に示すように、前記収容空間３１１にはセンターロッド２の径方向に圧縮可能な
弾性部材が設けられ、当該弾性部材の両端は、係止部材４と収容空間３１１の内壁にそれ
ぞれ当接している。前記ボトムキャップ台３１には脱落防止部３１３が突設されており、
前記係止部材４には脱落防止部３１３を収容する凹溝４２が開設されている。センターロ
ックがロック状態の場合、弾性部材自身の弾性力によって係止部材４をセンターロッド２
の径方向に付勢することで、第１通孔４１の一部内壁を係合溝２１内に位置させる。即ち
、第１通孔４１の一部内壁と係合溝２１を係合させて、センターロッド２がその軸方向に
おいて第１通孔４１から離脱することを規制する。また、前記脱落防止部３１３の一部側
面と凹溝４２の一部内壁を当接させることで、収容空間３１１からの係止部材４の離脱が
規制される。好ましくは、図１、図１３及び図１４に示すように、前記弾性部材をバネ５
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とし、前記係止部材４の前記開口３１２から遠い側の一端に突出するガイド支持部４３を
設ける。当該ガイド支持部４３の横断面は十字形であり、係止部材４が内側へ移動する過
程で良好な安定性を持ち、且つセンターロックのロック状態において構造全体が良好な安
定性を備えるよう、前記バネ５がガイド支持部４３に覆設される。
【００１８】
　好ましくは、図１３に示すように、前記第１通孔４１は並列配置された係合孔部４１１
と通孔部４１２を含む。前記係合孔部４１１の直径は係合溝２１の直径未満とはしない。
即ち、係合孔部４１１の直径は係合溝２１の直径と同じかやや大きい。また、前記通孔部
４１２の直径は係合部２２の直径より大きい。従って、センターロックのロック状態にお
いては、図４に示すように、センターロッド２下端の係合溝２１は第１通孔４１の係合孔
部４１１と係合し、センターロッド２と第１通孔４１の通孔部４１２は偏心して配置され
る。即ち、センターロッド２の軸線は通孔部４１２の軸線と平行ではあるが重なりはしな
い。センターロックのロック解除が必要な場合、ユーザは係止部材押圧部４４に力を加え
て押動し、図９に示すように、センターロッド２と係止部材４における第１通孔４１の通
孔部４１２とが同心に配置されるまで、弾性部材を圧縮するように係止部材押圧部４４を
内側に移動させる。即ち、センターロッド２の軸線と通孔部４１２の軸線を重ねると、係
合孔部４１１の内壁が係合溝２１から移動して、センターロッド２下端の係合部２２が通
孔部４１２から移動可能となる。
【００１９】
　係止部材４の実施例２において、係止部材４は分離構造とされ、図２２～図２６に示す
ように、弾性ワイヤ４５とロック解除押動片４６を含む。前記弾性ワイヤ４５はＵ字形状
であり、弾性ワイヤ本体部４５１と弾性ワイヤ本体部４５１の両端にそれぞれ設けられる
２つの弾性変形部４５２を含む。２つの弾性変形部４５２はＸ形状とされるため、２つの
弾性変形部４５２の中央には前記第１通孔４１を形成するためのスリット４５３が設けら
れる。当該スリット４５３は弾性変形部４５２の間隔が最も小さな開口部分であり、弾性
変形部４５２の端部が挿入口４５４を形成している。前記ロック解除押動片４６の内端は
挿入口４５４内に位置する。自然な状態では、前記スリット４５３の口径は係合溝２１の
直径よりも小さいか等しい。センターロッド２をセンターボトムキャップ３に挿入する際
、係合部２２は、センターロッド２の係合溝２１が弾性ワイヤ４５のスリット４５３の内
壁に嵌まるまでスリット４５３を押し広げる。すると、図２３及び図２４に示すように、
スリット４５３が弾性ワイヤ４５自身の弾性復元力によって収斂し、スリット４５３の内
壁がセンターロッド２の係合溝２１内に係合されることで、センターボトムキャップ３と
センタートップキャップ１の位置がロックされる。ロック解除が必要な場合には、スリッ
ト４５３の口径が係合部２２の直径より大きくなるまで、ロック解除押動片４６を内側に
押し込んで弾性ワイヤ４５の挿入口４５４を押し広げる。これにより、図２５及び図２６
に示すように、係合部２２はスリット４５３を通過可能となり、センタートップキャップ
１とセンターボトムキャップ３との分離が実現されて、テントの収縮動作が達成される。
【００２０】
　好ましくは、図２３及び図２５に示すように、前記ボトムキャップ台３１に脱落防止部
３１３を突設し、前記ロック解除押動片４６に脱落防止部３１３を収容する凹溝４２を開
設する。脱落防止部３１３が凹溝４２に掛合することで、収容空間３１１からのロック解
除押動片４６の離脱が防止されるとともに、ロック解除時のロック解除押動片４６による
過度な押圧を防止可能となる。前記ロック解除押動片４６には弾性変形部４５２の端部と
接触する２つのガイド面４６１が設けられており、当該ガイド面４６１は、弾性ワイヤ４
５から遠い側の一端に向かって拡大するように傾斜している。即ち、ロック解除押動片４
６の内端は、ロック解除押動片４６を内側へ押動する際に弾性ワイヤ４５の挿入口４５４
とスリット４５３を正確に押し広げられるよう、台形状とされている。
【００２１】
　好ましくは、係止部材４を移動させやすいよう、係止部材４の少なくとも一部をセンタ
ーボトムキャップ３の外部に配置して、係止部材押圧部４４を形成する。
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【００２２】
　更に、図６に示すように、前記ボトムキャップ台３１にはセンターロッド２の挿通を許
容する第２通孔３１４が設けられている。第２通孔３１４の軸線はセンターロッド２の軸
線と重なる。また、前記ボトムキャップ蓋３２には前記係合部２２を収容するとともに、
係合部２２の外壁に適合した収容孔３２１が設けられている。前記第２通孔３１４、第１
通孔４１及び収容孔３２１は互いに連通する。センターロックのロック状態では、前記セ
ンターロッド２の下端がボトムキャップ台３１の第２通孔３１４と係止部材４の第１通孔
４１に順に貫設され、前記係合部２２がボトムキャップ蓋３２の収容孔３２１に収容され
る。収容孔３２１の内壁形状が係合部２２の外壁形状と適合していることから、収容孔３
２１の内壁は係合部２２の外壁に密着する。よって、センターロッド２の係合部２２が外
力によって揺動やずれ等を生じることが防止されるため、センターロックにおける良好な
ロック信頼性が高まる。
【００２３】
　以上述べたように、ボトムキャップ台３１、ボトムキャップ蓋３２、バネ５、係止部材
４、センターロッド２及びセンタートップキャップ１等からなるセンターロックは、ロッ
クの際、ユーザがセンターボトムキャップ３を上方へ移動させるよう押動し、センターボ
トムキャップ３とセンタートップキャップ１との距離を徐々に狭める。係止部材４に外力
が加わっていない場合、係止部材４はバネ５の弾性力のみを受け、且つバネ５の弾性力に
よって、係止部材４における凹溝４２の一部内壁とボトムキャップ台３１における脱落防
止部３１３の一部外壁とが当接する。よって、係止部材４はバネ５の弾性力を受けても前
記収容空間３１１内に収容されたままとなり、収容空間３１１から外部に離脱することが
ない。また、係止部材４における第１通孔４１の通孔部４１２とボトムキャップ台３１の
第２通孔３１４は偏心して配置される。ユーザは、センターロッド２の下端がボトムキャ
ップ台３１の第２通孔３１４内に進入するまでセンターボトムキャップ３を上方に移動さ
せ続ける。ユーザがセンターボトムキャップ３を上方へ移動させるよう力を加え続け、セ
ンターロッド２の下端における係合部２２が係止部材４の第１通孔４１の上端に進入する
と、ユーザは係止部材４に対するバネ５の付勢力に抗して係止部材４を内側に移動させる
よう力を加える。これにより、センターロッド２下端の係合部２２は係止部材４の第１通
孔４１を通過して、ボトムキャップ蓋３２の収容孔３２１に収容される。また、係止部材
４はバネ５の弾性力によって元の位置に戻り、第１通孔４１の係合孔部４１１とセンター
ロッド２の係合溝２１とが係合する。この結果、センターロッド２とセンターボトムキャ
ップ３との接続が完了し、センターロックのロックが実現される。ロック解除の際、ユー
ザはバネ５の弾性力に抗して係止部材４を内側に移動させるよう、係合部材押圧部４４を
内側に押圧する。そして、係合孔部４１１の内壁が係合溝２１から離脱してセンターロッ
ド２と第１通孔４１の通孔部４１２が整列した後、センターボトムキャップ３を下側に移
動させるよう引っ張ればよい。
【００２４】
　更に、センターロッド２をボトムキャップ台３１及び係止部材４に挿入しやすいよう、
図６及び図１１に示すように、センターロッド２がセンターボトムキャップ３に挿入され
る方向に沿って、前記第２通孔３１４は、直径が徐々に縮小する第１テーパー部３１５、
円柱部３１６及び直径が徐々に拡大する第２テーパー部３１７を順に含む。前記円柱部３
１６の直径はセンターロッド２の直径よりもやや大きい。従って、ボトムキャップ台３１
を上方へ移動させてセンターロッド２の下端に接続する際、第２通孔３１４上端の第１テ
ーパー部３１５の開口が大きいことから、係合部２２をボトムキャップ台３１に挿入しや
すい。図１５に示すように、前記第１通孔４１の上端には面取り処理を施し、直径が徐々
に縮小する面取り部４１３を形成している。よって、第１通孔４１上端の開口もまた大き
く、且つ傾斜を有することから、係止部材４への係合部２２の挿入を容易とするガイド作
用が奏される。センターロッド２とセンターボトムキャップ３を分離する場合にはボトム
キャップ台３１を下方へ移動させるが、第２通孔３１４下端の第２テーパー部３１７は開
口が大きいことから、係合部２２を第２通孔３１４から離脱させやすい。好ましくは、前
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記係合溝２１を環状溝とし、前記係合部２２の端部にガイド部２２１を設ける。当該ガイ
ド部２２１は、係止部材４の第１通孔４１に入りやすく且つ摩耗しにくいよう、半球状又
は直径が徐々に縮小するテーパー状とされる。
【００２５】
　更に、図１に示すように、センターロック構造の強度を保証しつつ、原材料を節約して
コストを削減するために、前記ボトムキャップ蓋３２には複数の材料節減溝３２２が開設
される。また、前記センターボトムキャップ３の側面は、センターボトムキャップ３を掴
みやすいように円弧形状とされる。
【００２６】
以上述べたように、本考案は従来技術における種々の欠点を効果的に解決しており、高い
産業上の利用価値を有する。
【符号の説明】
【００２７】
　１　　センタートップキャップ
　２　　センターロッド
　３　　センターボトムキャップ
　４　　係止部材
　５　　バネ
　６　　支持脚
　７　　外側伸縮ユニット
　８　　内側伸縮ユニット
　９　　スライドスリーブ
　１０　　固定部
　１１　　ねじ
　２１　　係合溝
　２２　　係合部
　３１　　ボトムキャップ台
　３２　　ボトムキャップ蓋
　４１　　第１通孔
　４２　　凹溝
　４３　　ガイド支持部
　４４　　係止部材押圧部
　４５　　弾性ワイヤ
　４６　　ロック解除押動片
　７１　　第１軒パイプ
　７２　　第２軒パイプ
　８１　　第１傾斜屋根パイプ
　８２　　第２傾斜屋根パイプ
　８３　　第１リンク
　８４　　第２リンク
　８５　　第３傾斜屋根パイプ
　８６　　第４傾斜屋根パイプ
　２２１　　ガイド部
　３１１　　収容空間
　３１２　　開口
　３１３　　脱落防止部
　３１４　　第２通孔
　３１５　　第１テーパー部
　３１６　　円柱部
　３１７　　第２テーパー部
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　３１８　　接続片
　３２１　　収容孔
　３２２　　材料節減溝
　４１１　　係合孔部
　４１２　　通孔部
　４１３　　面取り部
　４５１　　弾性ワイヤ本体部
　４５２　　弾性変形部
　４５３　　スリット
　４５４　　挿入口
　４６１　　ガイド面

【図１】 【図２】
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【図１０】

【図１１】

【図１２】

【図１３】

【図１４】
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【図１５】

【図１６】

【図１７】

【図１８】

【図１９】

【図２０】

【図２１】
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【図２２】 【図２３】

【図２４】

【図２５】

【図２６】
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